
平成３０年３月

       鳥取県社会資本総合整備計画（地域住宅計画Ⅱ期）（防災・安全）

平成24年度　～　平成27年度　（4年間）

『真の住宅困窮者の居住の安定のための住宅セーフティネットの構築』  『安全・安心・快適な住まいづくり、まちづくりの実現』

『地域と地場産業の活性化のため、県産材の活用など地域に根ざした住まいづくりの推進』

①長寿命化計画に定める全面的改善対象の既存ストック（昭和55年度以前建設の２０戸以上中層耐火・階段室型住棟）の全面的改善の実施割合

②長寿命化計画に定める個別改善（長寿命化）対象の既存ストック（昭和年代建設の中層耐火・階段室型住棟）の個別改善の実施割合

③ＣＡＳＢＥＥを利用した新築住宅の割合

① 全面的改善の対象となる昭和55年度以前建設（築25年以上）の２０戸以上中層耐火・階段室型住棟における、改善済住棟の割合 38.7 ％ 67.6 ％
 （全面的改善の実施率）＝（全面的改善を実施した住棟数）／（全面的改善の対象となる住棟数）

② 個別改善（長寿命化）の対象とする昭和年代建設の中層耐火・階段室型住棟における、改善済住棟の割合 0 ％ 55.5 ％

③ CASBEEを利用した新築住宅の割合 1 ％ 5 ％
 新築住宅における:（CASBEEの利用率）＝（CASBEEを利用した新設住宅着工戸数）／（新設住宅着工戸数）

事　後　評　価　

○事後評価 （中間評価）の実施体制、実施時期

　鳥取県において実施 平成３０年３月

鳥取県ホームページにて公表

１．交付対象事業の進捗状況

Ａ　基幹事業

番号 事業 地域 交付 直接 事業実施期間（年度） 備考

種別 種別 対象 間接 H23 H24(補正) H25 H26 H27

1-A1-1 住宅 一般 鳥取県 直 県  建替（余子団地） 13

1-A1-2 住宅 一般 鳥取県 直 県  全面的改善（永江団地ほか） 23

1-A1-3 住宅 一般 鳥取県 直 県  長寿命化改善（永江団地ほか） 103

1-A1-4 住宅 一般 鳥取県 直 県  その他個別改善事業 576

合計 715

Ｃ　効果促進事業

事業 地域 交付 直接 事業実施期間（年度） 備考
種別 種別 対象 間接 H23 H24(補正) H25 H26 H27

1-C1-1 住宅 一般 鳥取県 直 県 36

合計 36

 移転費用、駐車場整備その他

Ｃ／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

事業者 要素となる事業名(事業箇所）
全体事業費
（百万円）

 地域住宅計画に基づく事業（公営住宅等整備事業）

 公営住宅整備関連事業－

 地域住宅計画に基づく事業（公営住宅等ストック総合改善事業）

 地域住宅計画に基づく事業（公営住宅等ストック総合改善事業）

 地域住宅計画に基づく事業（公営住宅等ストック総合改善事業）

事業内容・規模等

　鳥取県

※中間目標は任意

種別等 事業内容
全体事業費
（百万円）

備考
中間目標値 最終目標値

751 百万円 Ａ 715 百万円 Ｂ - Ｃ 36 百万円 
効果促進事業費の割合

4.8%

定量的指標の現況値及び目標値

（H27）

交付対象

　　定量的指標の定義及び算定式

全体事業費 合計（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

 （個別改善（長寿命化）の実施率）＝（個別改善（長寿命化）を実施した住棟数）／（個別改善（長寿命化）の対象となる住棟数）

当初現況値

（H22）

番号 事業者 要素となる事業名

社会資本総合整備計画【事後評価書】

計画の期間

計画の目標

　　計画の成果目標（定量的指標）

交付対象事業

事後評価の実施時期

公表の方法

事後評価 （中間評価）の実施体制

計画の名称



番号 備考

1-C1-1

２．事業効果の発現状況、目標値の達成状況

Ⅰ定量的指標に関連する ・公営住宅等整備事業及び公営住宅ストック総合改善事業を計画的に実施することで、県営住宅における住環境の向上が図られた。
　　　交付対象事業の効果の発現状況

３．特記事項（今後の方針等）

近年の厳しい県の財政情勢のため、最終目標値に達しなかったが、計画当初と比べて20.1％増加しており、一定の事業効果が得られていると考える。

目標値を達成

指標③（CASBEE
を利用した新築
住宅の割合）

5.0% 住宅において「CASBEEとっとり戸建」を策定し、より少ない環境負荷で、より快適で環境性能が高い住宅の普及促進に向けて、環境配慮住宅の建設に
対して助成を行っていたが（H25年度末まで）、提出書類の作成が個人負担となり、利用が敬遠されたと考えられる。目標値と実績値

に差が出た要因

目標値と実績値
に差が出た要因

最終実績値 55.5%

Ⅲ定量的指標以外の交付対象事業の効果の発現状況

最終目標値

1.2%最終実績値

Ⅱ定量的指標の達成状況

指標②（個別改
善の改善済住棟
の割合）

最終目標値 55.5%

事後評価の結果を踏まえ、次期計画においても、鳥取県公営住宅等長寿命化計画に基づき、公営住宅ストック総合改善事業を計画的に実施することで住環境の向上を図る。

一体的に実施することにより期待される効果

 整備事業、ストック総合改善事業の実施に伴い実施する基幹事業とならない事業、既存団地で行う規模要件などで基幹事業とならない事業。

指標①（既存ス
トックの全面的
改善の実施割
合）

最終目標値 67.6%

目標値と実績値
に差が出た要因

最終実績値 58.8%



  社会資本総合整備計画（地域住宅支援）

1 鳥取県社会資本総合整備計画（地域住宅計画Ⅱ期）（防災・安全）

平成24年度　～　平成27年度　（5年間） 鳥取県

計画の名称

計画の期間 交付対象

緑町第１団地

1-A1-2 公営住宅等ストック総合改善事業

（ＴＲ：２棟48戸）

1-C1-1 公営住宅整備関連事業

末恒第１団地

1-A1-3  公営住宅等ストック総合改善事業

（長寿命：1棟16戸）

1-C1-1 公営住宅整備関連事業

永江団地

1-A1-2 公営住宅等ストック総合改善事業

（ＴＲ：5棟120戸）

位 置 図

ひばりが丘団地

1-A1-3  公営住宅等ストック総合

改善事業（長寿命：１棟16戸）

境港市内

米子市内

鳥取市内

倉吉市内

余子団地

1-A1-1 公営住宅等整備事業（建替：木造28戸）

県営住宅各団地

1-A1-4 公営住宅等ストック総合

改善事業（その他個別改善）

1-C1-1 公営住宅整備関連事業

河北団地

1-A1-2 公営住宅等ストック総合

改善事業（ＴＲ：1棟32戸）


